
茅ヶ崎市審議会等設置運営要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、行政運営における公正を確保し、効率化を図るとともに、市民参加を

推進するため、審議会等の設置及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「審議会等」とは、次に掲げるものをいう。

(1) 附属機関 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の定めると

ころにより法律又は条例に基づいて設置されるものをいう。

(2) 附属機関に準ずる機関 市の事務について審議、研究等を行うために要綱等に基づい

て執行機関に設置される委員会、協議会等をいう。

（審議会等の設置）

第３条 審議会等を設置しようとするときは、次に掲げる事項について検討するものとする

。

(1) 的確な行政執行を確保するため、専門的及び技術的判断が必要であること又は広く各

界の意見を聴取する必要があること。

(2) 他の行政手段等で対応することが困難であること。

(3) 他の審議会等と設置目的が類似し、又は所掌事項が重複しないものであること。

２ 審議会等の委員の数は、１５人以内とする。ただし、法令に定めがある場合その他特別

の事情がある場合は、この限りでない。

３ 附属機関に準ずる機関の設置に関する要綱等には、設置目的、所掌事項、委員の数及び

任期その他必要な事項を定めるものとする。この場合において、その名称には、調停委員

会、審査会、審議会又は調査会という文字を用いないこととする。

（委員の選任）

第４条 委員を選任するときは、審議会等の設置目的に照らし、その機能が発揮されるよう

、適切な人材の確保に努めるものとする。

２ 委員のうちその一部の者については、審議会等の設置目的を勘案し、市民のうちから選

任するよう務めるものとする。

３ 男及び女の委員の割合は、それぞれ５割となるよう努めるものとする。



４ 市議会の議員及び市の職員は、委員に選任しないものとする。ただし、法令又は条例に

定めがある場合その他特別の事情がある場合は、この限りでない。

５ 委員の任期は、おおむね２年を限度とする。

６ 委員を再任する場合は、在任期間が引き続き４年を超えないものとする。

７ 他の審議会等の委員の職にある者は、当該審議会等の委員に選任しないよう努めるもの

とする。この場合において、他の審議会等の委員の職を３以上兼ねている者は、当該審議

会等の委員に選任しないものとする。

８ 前２項の規定にかかわらず、委員が専門的な知識、経験等を要する場合で他に適当な者

が得られないときその他特別の事情がある場合は、選任することができる。

（市民委員の公募）

第５条 市民のうちから選任する委員（以下「市民委員」という。）は、公募の方法による

ものとする。

２ 前項の公募をしようとするときは、応募の受付を開始する日の２週間前までに審議会等

の名称、所掌事項、開催回数及び開催日時、委員の任期及び報酬又は報償の額、応募資格

、募集人数、募集期間及び応募方法その他必要な事項を公表するものとする。ただし、緊

急やむを得ない場合は、２週間以内において公表することができる。

（市民委員の応募資格）

第６条 市民委員に応募することができる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

(1) 市内に住所を有し、又は市内の事務所若しくは事業所に勤務し、若しくは市内の学校

に在学していること。

(2) 市議会の議員でないこと。

(3) 市の職員でないこと。

(4) 市の他の審議会等の委員（市民委員に限る。）でないこと。

２ 前項に規定するもののほか、審議会等の設置目的に照らし特に必要があるときは、別に

応募資格を定めることができる。

（市民委員の募集）

第７条 市民委員を募集する期間は、２週間以上とするものとする。

２ 市民委員の募集に当たっては、応募する者の氏名、住所、応募の動機その他必要な事項

を記載した文書の提出を求めるものとする。



３ 市民委員の選考の結果は、書面により応募した者に通知するものとする。

（委員の氏名等の公表）

第８条 審議会等の委員を選任したときは、速やかに、委員の氏名及び区分を公表するもの

とする。

２ 前項の規定による公表をした場合において、公表した事項に変更があったときは、速や

かに、変更があった事項を公表するものとする。

（会議の公開の原則）

第９条 審議会等の会議は、公開する。

２ 前項の規定にかかわらず、不服申立て及び調停に係る会議は、公開しない。ただし、審

議会等は、当該不服申立人又は当該調停の当事者から公開の申立てがあった場合において

は、会議に諮り、口頭審理等(審議会等が不服申立人又は調停の当事者から意見等を聴取す

る審理等をいう。)を公開することができる。

（非公開とすることができる会議）

第１０条 前条（第２項本文を除く。）の規定にかかわらず、審議会等は、審議等の内容が

次の各号のいずれかに該当するおそれがあると認めるときは、会議に諮り、その会議の全

部又は一部を公開しないことができる。

(1) 個人に関する事項（事業を営む個人の当該事業に関する事項を除く。）であって、特

定の個人が識別され、若しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別することはでき

ないが、公開することにより、個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次

に掲げる事項を除く。

ア 法令又は条例の規定により何人にも閲覧、縦覧等又は謄本、抄本等の交付が認めら

れている事項

イ 慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている事項

ウ 公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規定する国

家公務員（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第２項に規定す

る特定独立行政法人及び日本郵政公社の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第

２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行



政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する

地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をいう。）の職務の遂行に関

する事項のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る事項

エ 人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため公開することが必要であると

認められる事項

(2) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く

。以下「法人等」という。）に関する事項又は事業を営む個人の当該事業に関する事項

であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護する

ため公開することが必要であると認められる事項を除く。

ア 公開することにより当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるもの

イ 市長の要請を受けて、公開しないという条件で任意に提供されたものであって、個

人又は法人等における通例として公開しないこととされているものその他の当該条件

を付することが当該事項の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められる

もの

(3) 市の機関内部若しくは機関相互又は市の機関と国の機関、独立行政法人等、他の地方

公共団体の機関若しくは地方独立行政法人との間における審議、検討又は協議に関する

事項であって、公開することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当

に利益を与え、若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの

(4) 市の機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体の機関又は地方独立行政法

人が行う事務又は事業に関する事項であって、公開することにより、次に掲げるおそれ

その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるもの

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするお

それ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国、独立行政法人等、他の地方公共団

体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそ

れ



ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ

オ 市、国若しくは他の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立行

政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ

(5) 法令若しくは条例の規定又は市長が法律上従う義務を有する国若しくは県の機関の指

示により、公開することができないとされている事項

（会議の開催の公表）

第１１条 審議会等の会議を開催するときは、当該会議を開催する日の２週間前までに会議

の名称、議題、日時、場所、公開又は非公開の別、傍聴者の定員その他必要な事項及び会

議の全部又は一部を公開しない場合にあっては公開しない理由を公表するものとする。

２ 前項の規定による公表をした場合において、公表した事項に変更があったときは、速や

かに変更があった事項を公表するものとする。

（会議の傍聴）

第１２条 何人も審議会等の会議（公開する会議に限る。以下この条において同じ。）を傍

聴することができる。

２ 審議会等の会議の傍聴を希望する者が傍聴者の定員を超えたときは、先着順により決定

するものとする。ただし、先着順により難いときは、抽選によることができる。

３ 審議会等の長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、傍聴を拒むことができ

る。

(1) 凶器その他危険なものを所持している者

(2) 酒気を帯びている者

(3) 旗、のぼり、プラカード、楽器その他示威的行為をするおそれのあるものを携帯して

いる者

(4) その他審議会等の会議を妨害し、又は他の傍聴者に迷惑を及ぼすおそれがあると明ら

かに認められる者

４ 傍聴者は、次に掲げる事項を守り、審議会等の長の指示に従って会議を静穏に傍聴しな

ければならない。

(1) 会議中に発言し、又は委員の発言に対し拍手その他の方法で賛否を表明しないこと。

(2) 他の傍聴者に迷惑を及ぼすような行為をしないこと。



(3) 会議の進行を妨げるような行為をしないこと。

(4) 審議会等の長の許可を受けないで録音、録画又は撮影をしないこと。

（会議の概要の公表）

第１３条 審議会等の会議の概要は、会議の終了後１週間以内に公表するものとする。

（会議録の作成及び公表）

第１４条 審議会等の長は、会議終了後速やかに会議録を作成しなければならない。

２ 会議録には、会議の次第その他必要な事項を記載し、審議会等の長及び審議会等の長の

指名した委員１人が署名するものとする。

３ 会議録（公開した会議の会議録に限る。）の写しは、会議の終了後３週間以内に公表す

るものとする。

（調整）

第１５条 審議会等を所管する部等の長は、審議会等の設置及び委員の選任に関し調整を図

るものとする。

（審議会等の設置の見直し）

第１６条 審議会等が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その廃止を検討する

ものとする。

(1) 所期の目的を達成したとき。

(2) 社会経済情勢の変化により必要性が著しく低下してきたとき。

(3) 活動が著しく不活発なとき。

（報告及び公表）

第１７条 審議会等を所管する部等の長は、審議会等の運営状況について、毎年度１回総務

部長に報告するものとする。

２ 総務部長は、毎年度、審議会等の運営状況について公表するものとする。

附 則

１ この要綱は、平成１１年１月１日から施行する。

２ 第３条第２項及び第４条の規定は、この要綱の施行の日の前日において現に設置されて

いる審議会等については、当該委員の任期が満了し、又は終了するまでは、適用しない。

３ 第５条から第９条まで及び第１２条の規定は、平成１１年４月１日以降に開催する会議

について適用する。



附 則

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。

附 則

１ この要綱は、平成１５年１０月１日から施行する。

２ 改正後の第４条第２項、第３項及び第７項本文並びに第５条から第７条までの規定は、

この要綱の施行の日以後に選任する委員で当該選任のために必要な行為をするものについ

て適用する。

３ 改正後の第９条から第１１条まで、第１３条及び第１４条第３項の規定は、平成１５年

１１月１日以後に開催する会議について適用する。

附 則

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。


